
回
箇所・回
箇所・回

地下水位観測 箇所・回
井戸水位観測 箇所・回
井戸水量観測 箇所・回
沢水流量調査 箇所・回
簡易水質試験 箇所・回
水質試験採水（省略不可項目） 回
影響評価・検討資料作成 件

工事番号

広島高速５号線

広島市東区二葉の里二丁目外
600

契約日～令和4年4月30日
広島高速道路公社 工　　期

12
120
132
180
216
76
144
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3

高速５号線水文調査業務（その１７）

仕様書

水位・雨量データ整理及びクラウド管理

令和2年度 業　務　概　要

雨量計メンテナンス（自動転送型雨量計）
自記水位計メンテナンス（自動転送型水位計）







































































 

 

特 記 仕 様 書 

 

（適 用） 

第１条 本特記仕様書は、「高速５号線水文調査業務（その１７）」に適用する。 

２ 本業務の実施にあたっては、広島高速道路公社「調査・設計・測量業務等共通仕様書（及び別

添）[令和2年10月]」及び広島高速道路公社「広島高速道路事業における調査基準及び設計照査

要領[平成17年10月]」によるほか，この特記仕様書によるものとする。 

 

（履行期間） 

第２条 本業務の履行期限は、契約締結の日から令和４年４月３０日までとする。（完了検査期間として

９日間を含む。） 

 

（総合評価落札方式） 

第３条 本業務は、技術資料を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する、

総合評価落札方式（簡易型）の適用業務である。別添特記仕様書に総合評価落札方式に係る特記

事項について示す。 

 

（業務内容） 

第４条 本業務は、広島高速５号線トンネル部（広島市東区中山西二丁目～東区二葉の里二丁目）周辺

における水文調査を行うものである。 

    業務内容は、別紙「実施要領」のとおりとする。 

 

（管理技術者の配置） 

第５条 本業務の実施にあたっては、契約約款第１０条の管理技術者を定めるものとする。 

なお、管理技術者に、次のアまたはイのいずれかの資格保有者を配置できること。 

ア 技術士（総合技術監理部門：建設部門関連科目、総合技術監理部門：応用理学部門関連

科目、建設部門、又は応用理学部門） 

イ ＲＣＣＭ（土質及び基礎、又は地質）又は地質調査技士 

 

（照査技術者の配置） 

第６条 本業務の実施にあたっては、契約約款第１１条の照査技術者を定めるものとする。 

なお、照査技術者に、次のアまたはイのいずれかの資格保有者を配置できること。 

ア 技術士（総合技術監理部門：建設部門関連科目、総合技術監理部門：応用理学部門関連

科目、建設部門、又は応用理学部門） 

イ ＲＣＣＭ（土質及び基礎、又は地質）又は地質調査技士 

 

（関係機関協議） 

第７条 本業務の実施にあたって、関係機関への協議に必要な資料は、受注者において作成すること。 

 

（資料の貸与及び返却） 

第８条 貸与資料は次のとおりとする。その他、資料が必要な場合は、調査職員と協議の上、貸与する



 

 

ものとする。 

・高速５号線水文調査業務（その１５）報告書 

 

（成果物） 

第９条 本業務の成果物については、下記のとおりとする。なお、調査職員の指示により、業務途中に

おいても必要に応じて調査職員に提出するものとする。また、報告書作成については、調査職員

と十分協議した上で行うこと。 

① 報告書（Ａ４版）    ２部 

② 電子媒体（ＣＤ－Ｒ） ２部 

 

（打合せ協議） 

第10条 打合せ協議は業務着手時・中間３回・成果品納入時の計５回を見込んでいる。なお、業務着手

時及び成果物提出時には、管理技術者が立会うこと。 

 

（関連業務等との調整） 

第11条 観測結果については、高速５号線シールドトンネル区間計測管理業務において、地表面変位と

の関連性を検討することに用いる。詳細については調査職員より別途指示する。 

 

（情報共有システム） 

第12条 本業務は、受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより、業務の効率化を図る情報

共有システムの対象である。なお、運用にあたっては、「広島県工事中情報共有システム運用ガイ

ドライン」に基づき実施すること。 

 ２ 本業務で使用する情報共有システムは次とする。 

     広島県工事中情報共有システム 

     https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html 

３ 調査職員及び受注者が使用する情報共有システムのサービス提供者との契約は、受注者が行い、

利用料を支払うものとする。 

 

（緊急連絡体制） 

第13条 本件業務の遂行に際しては、機器故障など万が一の危機管理対応が必要となることから、緊急

連絡体制や緊急対応マニュアル等を調査職員と協議の上で作成し、提出すること。 

 

（新型コロナウイルス感染拡大防止について） 

第14条 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る設計変更については以下のとおりとする。 

１ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため，次のとおり実施に努めること。 

  「３つの密を避けるための手引き」の活用 

各現場に配布し工事等の関係者に周知を図るとともに，作業所等で掲示を行う。 

・https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html#kokumin 

  「建設現場の「三つの密」の回避等に向けた取組事例」の活用 

各現場に配布し始業前の朝礼やKY 活動等において工事等の関係者に周知を図る。 

・http://chotatsu.pref.hiroshima.jp/file/kakudaibousi_5.pdf 

※ 各現場での対策事例については、Twitter やFacebook 等のSNS 活用により普及・展開に努めて



 

 

ください。 

例）「＃建設現場の３密対策」を付けたツイートが行われるよう同ハッシュタグを周知する等 

２ 上述の１を参考に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を実施することにより追加費用

が発生する場合は、実施計画書（様式１）により調査職員と事前に協議を行い、必要と認められる対

策については変更業務計画書を提出する。 

なお、必要と認められる対策については、設計変更の対象とする。 

３ 最終精算変更時点においては、実際に履行したことがわかる全ての証明書類（領収書の写し、領収

書の出ないものは金額の妥当性を証明する書類等）及び実績報告書（様式２）を調査職員に提出する。 

４ 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については、法的措置及び指名除外等の措置

を行う場合がある。 

５ 疑義が生じた場合は、調査職員と協議すること。 

 

（労働環境改善（ウィークリースタンス）について） 

第15条 本業務は労働環境改善（ウィークリースタンス）を目的とした業務であり、次により実施する。 

(1) 初回打合せ時に、本取組の内容を発注者から受注者に説明するとともに、取り組む意思、内容を別

紙－１「ウィークリースタンス推進チェックシート（初回打合せ時）」（以下「別紙－１」という。）を

基に確認し設定する。取組期間については、初回打合せ時（実施内容を設定した日）から工期末まで

とする。 

ノー残業デーは、受発注者がそれぞれ定める日を原則として週１日以上設定する。 

なお、広島高速道路公社における週のノー残業デーは水曜日としている。 

(2) 受注者は、別紙－１に取組内容を整理し、打合せ記録簿で提出し、受発注者間で共有する。 

(3) 中間打合せ等を利用し、受発注者間で取組のフォローアップ等を行う。 

(4) 成果物納入時の打合せにおいて、実施結果（効果・改善点等）を受発注者双方で確認し、別紙－２

「ウィークリースタンス推進チェックシート（実施結果）」に記入し打合せ記録簿で提出し、共有する。 

なお、別紙－１及び別紙－２については、「広島高速道路公社ホームページ」の「技術管理」「技術

管理資料」に掲載してある様式を利用する。 

 

（部分引渡し） 

第16条 令和３年１１月３０日までに実施した以下の項目の業務においては、同年１２月３１日までに

部分引渡しを行うこと。 

（1） 地質調査業務 

  1) 一般調査 

   ・地下水位計観測（自記水位計測定）      Ｎ＝120箇所・回 

   ・水位・雨量データ整理及びクラウド管理    Ｎ＝88箇所・回 

   ・雨量計メンテナンス（自動転送型雨量計）   Ｎ＝8回 

   ・自記水位計メンテナンス（自動転送型水位計） Ｎ＝80箇所・回 

   ・井戸水位観測（触針式水位計）        Ｎ＝144箇所・回 

   ・井戸水量観測（揚水量試験）         Ｎ＝57箇所・回 

   ・沢水流量調査（容器法）           Ｎ＝96箇所・回 

   ・簡易水質試験                Ｎ＝400箇所・回 

   ・水質試験採水（省略不可項目）        Ｎ＝38回 

   ・影響評価・検討資料作成           Ｎ＝2件 



 

 

   2) その他一般調査費 

   ・情報共有システム利用料           Ｎ＝1式 

   ・リチウム電池（自動転送型水位計）      Ｎ＝13個 

   ・FOMA・クラウド通信費（通信頻度１回/時間）  Ｎ＝88箇所・月 

   ・水質試験（省略不可項目）          Ｎ＝38検体 

 

（その他） 

第17条 その他、本特記仕様書及び共通仕様書に定めのない事項、また業務の実施にあたって疑義を生

じた場合については、別途調査職員と協議することとし、受注者独自の判断によって処理しては

ならない。なお、本業務の契約数量等に変更が生じた場合には、調査職員と協議の上、契約変更

の対象とすることもある。 
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第1章 総則
第1節 適用

1 本特記仕様書は， 高速５号線水文調査業務（その１７） 　のうち，総合評価落札方式に係る事項に適用する。

第2章 評価内容の担保
第1節 評価内容の担保

第2節 総合評価落札方式において評価対象としている業務分野に係る業務実施場所，業務実施体制
1 管理技術者，担当技術者及び照査技術者は，それぞれ兼務することはできない。
2 管理技術者は１名とし，担当技術者及び照査技術者は最大３名まで配置できる。

また，配置した管理技術者，担当技術者及び照査技術者は，必ずTECRIS登録を行うこと。
ただし，「管理技術者及び照査技術者選任（変更）通知書」は，主となる照査技術者１名について記載する。

3 管理技術者は，病休，死亡又は退職等の極めて特別な場合を除き原則変更できないものとし，変更する場合には同等以上の技術者を配置すること。
担当技術者及び照査技術者は，変更する場合には同等以上の技術者を配置すること。

4

この場合，変更内容に応じて，業務成績評定を未実施の評価項目毎に５点を減じることがある。
第3節 担当技術者

1 管理技術者のもとで業務を担当する者を担当技術者として定義する。
2 受注者は，「技術資料様式第８号」に記載した主となる担当技術者１名について，「別記様式第1～2号」に必要事項を記載し調査職員に提出すること。
3 担当技術者は，設計図書及び「技術資料様式第４号」に記載した業務分担に基づき，適正に業務を実施しなければならない。

第4節 管理技術者及び担当技術者に係る手持ち業務件数
手持ち業務とは，管理技術者又は担当技術者となっている契約金額500万円以上の他の業務をいう。
なお、技術者変更に伴う手持ち業務件数の判断期間は、当該業務の公告日から変更の届け出日までの期間とする。

第5節 実施方針の履行確認（簡易型）
1

2 実施方針に記載した内容が受注者の責により実施されなかった場合は，未実施の評価項目毎に５点を減じる。

業務完了時には，完成通知書の提出にあわせて，「技術資料様式第１１号」に記載した実施方針の履行が確認できる資料，及び不履行となった場合には
その理由を添付した「業務打合せ簿」を調査職員に提出すること。

高速５号線水文調査業務（その１７）特記仕様書《総合評価落札方式に係る事項》

技術資料の内容が受注者の責により，実施されなかった場合は，契約書に基づき修補の請求，又は修補に代え若しくは修補とともに損害賠償の請求を行
うことができる。また，業務成績評定の減点対象とし，減点方法は未実施の評価項目毎に５点を減じるものとする。

業務履行期間中に業務実施場所，業務実施体制を変更する場合には，入札時に提出した技術資料のうち，変更となる事項に係る様式及び添付資料を「業
務打合せ簿」で調査職員に提出すること。



別記様式第1号

平成　　年　　月　　日

広島高速道路公社　　様

受注者

会社名

氏　名                     印

業務名：

　次の者を業務の担当技術者として定めましたので，別添経歴書を添えて提出します。

担　当　技　術　者　届

氏　　名 担当業務内容 備　　考



別記様式第2号

住　所 東京都○○区○○町○○丁目○○番○○号

氏　名 □□□□

生年月日 昭和○○年○○月○○日

学歴

昭和○○年○○月　　○○大学○○学部○○科卒業

昭和○○年○○月　　○○大学大学院○○研究科修了

職歴

昭和○○年○○月　　○○○○○○株式会社入社

保有資格

業務経歴

年月

経歴書（担当技術者）

保
有
資
格

技術士 資格の有無 有　　・　　なし

（総合技術監理部門） 選択科目

合格年

登録番号

技術士 資格の有無 有　　・　　なし

技術部門

合格年

登録番号

ＲＣＣＭ 資格の有無 有　　・　　なし

専門とする部門

合格年

登録番号

その他 資格の名称 有　　・　　なし

選択科目

合格年

登録番号

担当業務の
主な経歴

業務名 発注機関



実施要領 

 

    本業務は、広島高速５号線トンネル部（広島市東区中山西二丁目～東区二葉の里二丁目）周辺にお

ける水文調査を行うものである。 

 

1)現地踏査 

  現地踏査を行い現地の状況を把握すること。 

2)実施計画書の作成 

  本件業務に関する詳細な実施計画を作成すること。 

3) 地下水位観測（自記水位計） 

地下水位観測孔２５箇所のうち１０箇所については自動転送型水位計による観測とし、クラ

ウドを利用して観測データを回収する。また、毎月１回の頻度で自動転送型水位計のメンテナ

ンスを行う。 

データ回収後は、これまでの地下水位の変動が分かるようグラフにとりまとめ、毎月調査職

員に報告すること。 

     4) 雨量観測（自記雨量計） 

二葉山山頂付近に設置した自動転送型雨量計による観測とし、クラウドを利用して観測デー

タを回収する。また、毎月１回の頻度で自動転送型雨量計のメンテナンスを行う。 

データ回収後は、地下水位の変動等との相関が分かるようグラフにとりまとめ、毎月調査職

員に報告すること。 

5) 井戸水位観測（触針式水位計） 

別添平面図に示す１８箇所の天端開放井戸について、毎月１回の頻度で触針式水位計を用い

て水位を観測する。観測結果は、過年度調査データも含めて水位の変動が分かるようグラフに

とりまとめること。 

6) 井戸水量観測（揚水量試験） 

別添平面図に示す１９箇所の天端閉塞井戸について、年４回(渇水・豊水期等)の頻度で揚水

量を観測する。観測結果は、過年度調査データも含めて揚水量の変動が分かるようグラフにと

りまとめること。 

7) 沢水流量観測 

毎月１回の頻度で、別添平面図に示す１２箇所の谷筋において沢水の流量を観測する。 

観測結果は、過年度調査データも含めて流量の変動が分かるようグラフにとりまとめること。  

    8) 簡易水質試験 

毎月１回の頻度で、別添平面図に示す１２箇所の沢水及び３８箇所の井戸水について、水温・

水素イオン濃度(pH)・電気伝導度(Ec)を観測する。 

観測結果は、過年度調査データも含めて各観測項目の変動が分かるようグラフにとりまとめ

ること。 

9) 水質試験 

別添平面図に示す３８箇所の井戸水について、年２回(渇水・豊水期)の頻度で水道法に基づ



く省略不可項目（一般細菌、大腸菌、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、塩化物イオン、有機物（全

有機炭素（TOC）の量）、pH 値、味、臭気、色度、濁度、亜硝酸態窒素）を観測する。 

    10) 影響評価・検討資料作成 

高速５号線トンネル部と周辺の沢水水量及び井戸水量変化との関係を、観測データ等を基に

評価、検討すること。（牛田地区２件（想定）、中山地区１件） 

    11) 報告書作成 

1)から 10)に示した調査項目の内容について報告書として取りまとめること。 



位 置 図
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